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１ 法テラスの予算構造・独自財源確保の取組

１

⑴ 法テラスの予算構造概要

○ 運営費交付金
・民事法律扶助や情報提供業務等の財源として国から交付される交付金であり、自
己収入と併せて、事業運営の財源となる。

○ 委託費
・国の事務や事業を他の機関等に委託して行わせる場合に、その反対給付として支
払われる費用であり、使途が定められている。法テラスにおいては、国選弁護人
確保事業等について支払われる費用がこれに該当する。

○ 自己収入
・民事法律扶助の償還金、常勤弁護士が受任した有償事件の報酬、寄附金などの国
の予算によらない収入のこと。令和８年度予算においては、「自己収入」の約
95％が償還金収入。

※ 上記の予算構造には、日本弁護士連合会委託援助に係る受託事業収入並びに同事
業に関する事業経費及び一般管理費は含まれていない。

事業経費
188.8億円

（民事法律扶助等事業経費
等） 自己収入

108.7億円
 （民事法律扶助償還金等）

Ｒ８当初予算
Ｒ７補正予算

33,561,037千円
  4,462,682千円

〔支出〕 〔収入〕 〔支出〕 〔収入〕

　法テラス予算の構造（令和８年度当初予算）

一般管理費
84.5億円
（人件費等）

運営費交付金
164.6億円

一般管理費
39.7億円（人件費等）

委    託    費
171.0億円

事業経費
131.3億円

（国選弁護人確保事業経費
等）

運営費交付金 委 託 費



１ 法テラスの予算構造・独自財源確保の取組

２

⑵ 寄附収入等の独自財源
■ 一般寄附
○ 寄附の手続
① Syncable（シンカブル）※を利用する方式
・ 年会費方式（法テラス応援団）⇒クレジットカード
・ １回の寄付⇒クレジットカード・AmazonPay・振込

② 法テラスへの直接寄附（大口寄附を想定）
・ 法テラスのWEBサイト上で公開されている寄附金確認書（申込書）を全国
の法テラス（本部、地方事務所、支部）に提出し、指定口座へ振込みを行っ
て寄附する方法。法テラスが寄附金の納付を確認した後、速やかに「領収
証」を発行する。

※非営利団体向けの寄付プラットフォーム

○ 税制法上の優遇措置
① 個人
・ 所得税の優遇措置

特定寄附金として、所定の計算方法により得られた額が所得税の寄附金控
除（所得控除）の対象となる。

・ 個人住民税の優遇措置
寄附者の住所地の都道府県又は市区町村において、条例で法テラスを寄附

金税額控除の対象となる法人に指定している場合には、所定の計算方法によ
り得られた額が個人住民税の税額控除の対象となる。

② 法人
・ 法人税の優遇措置

特定公益増進法人に対する寄附として、所定の計算式により得られた額
（特別損金算入限度額）以内の金額を、一般の寄附金とは別枠で損金の額に
算入できる。



１ 法テラスの予算構造・独自財源確保の取組

３

■ しょく罪寄附
しょく罪寄附とは、道路交通法違反、覚せい剤取締法違反など「被害者のいない

事件」や「被害者に対する弁償ができない刑事事件」などの場合に、被疑者・被告
人が事件への反省の気持ちを表すために行う寄附。しょく罪寄附を行った事実は、
裁判所において情状の資料として評価され得る。
○ 寄附の手続

弁護人を通じて所定の「しょく罪寄附申込書」を最寄
りの法テラスに提出し、指定口座への振込み又は法テラ
ス窓口へ持参をする。法テラスは、寄附金の納付を確認
した後、速やかに「しょく罪寄附を受けたことの証明」
と「領収証」を発行する。

■ 有償事業
法テラス（常勤弁護士）は、司法過疎地域において、有
償の法的支援を実施することができる（総合法律支援法
第30条第１項第７号）。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

一般寄附 3,396 72,692 26,609 12,478 8,839

しょく罪寄附 53,986 38,316 39,945 30,792 49,383

有償事業 168,184 157,649 187,130 155,576 180,912

寄付金等収入実績の推移（単位：千円）

総合法律支援法第30条第１項（抄）
支援センターは、第十四条の目的を達成するため、総合法律支援に関する次に掲げる

業務を行う。
七 弁護士、弁護士法人、弁護士・外国法事務弁護士共同法人又は隣接法律専門職者が
その地域にいないことその他の事情によりこれらの者に対して法律事務の取扱いを依
頼することに困難がある地域において、その依頼に応じ、相当の対価を得て、適当な
契約弁護士等に法律事務を取り扱わせること。



１ 法テラスの予算構造・独自財源確保の取組

４

■ クラウドファンディングの活用例

○目的 ①令和６年度能登半島地震の被災地支援
⇒ 石川県内において移動相談車両「法テラス号」を運行

②子ども支援
⇒ ひとり親家庭の支援等を目的とする相談会を開催

○期間 令和６年12月16日～令和７年２月14日
○実績 目標額300万円に対し、361万7,794円

（法テラス白書令和６年度版より引用）

○目的 寄附募集を契機として、被災者や子どもへの支援の必要性をより強く
訴えかけたい

⇒ 寄附プラットフォームにおいて、「法テラス号」を活用した相談会の
様子や被災地の現状、子ども支援の必要性を伝える記事を発信

（法テラス白書令和６年度版、法テラスホームページより引用）



２ ビッグデータの活用

５（消費者庁提供資料）
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